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１ デジタル田園都市国家構想交付金等を活用した取組について 

 地方の社会課題解決・魅力向上の取組を加速化・深化することを通じて地方創生を 

図るため、国のデジタル田園都市国家構想交付金等を活用し、２０２４年度（令和６ 

年度）において次の取組を実施した。 

 

（１）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）を活用した取組 

 

ア 計画一覧表 

（単位：百万円） 

取組 計画名 

２０２４年度 
（令和６年度） 

実績額 
 うち 

交付金 
充当額 

① 福山市地域戦略～多様な主体と共に創る地域づくりの推進～ ４１ ２０ 

② 外国人が暮らしやすく活躍できるまちづくり ３ ２ 

③ 
世界バラ会議福山大会を契機としたばらのまちづくり 

プロジェクト 
９２ ４６ 

④ 若者・女性から選ばれる都市づくり ６３ ３１ 

⑤ ふくやまＳＤＧｓ推進プロジェクト ２１ １１ 

⑥ 歴史・文化資源を活用した経済活性化プロジェクト ３８ １９ 

⑦ 備後圏域中小企業ＤＸ好循環創生プロジェクト ５６ ２８ 
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※各委員が４段階で評価したものから、平均的な評価を算出 

 

イ 各取組の状況 

 

取組① 福山市地域戦略～多様な主体と共に創る地域づくりの推進～ 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２２年度～２０２４年度 

事 業 目 的 市内外の多様な主体が地域に関わることで、新たな人の流れを創出すると
ともに、地域の魅力向上につなげる。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２２年度実績額 ２０２３年度実績額 ２０２４年度実績額 合 計 
４９百万円 

（２４百万円） 
３９百万円 

（２０百万円） 
４１百万円 

（２０百万円） 
１２９百万円 

（６４百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２２年度 
実績値 

２０２３年度 
実績値 

２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

ワーケーション事業を通
じて立ち上がったプロジ
ェクトへの参加者数 

― ６７人 ４７人 ４５人 １９人 

まちづくりサポートセン
ター登録団体（社）数 

２０８団体・社 
(２０２１年度) 

２２３団体・社 ２３４団体・社 ２３７団体・社 ２６４団体・社 

「地域資源活用調査」を
踏まえた地域資源を活用
した事業の実施件数 

― ― １件 ６件 １件 

〇事業内容（主なもの） 

【まちづくりサポートセンターの機能強化】 

・まちづくりサポートセンターの機能充実による「地域や多様な主体とのマッチング」、「まち 

づくりに関する相談窓口」、「多様な主体同士のネットワークの形成」の実施 

【関係人口の創出、地域資源を活用した魅力向上】 

・ワーケーションの推進（プログラム造成、Ｗｅｂサイト保守運用） 

・地域未来ビジョンの策定（ふくやま共創ファクトリープロジェクト） 

・地域未来ビジョンの実施支援（エシカルデニムプロジェクト） 
〇課題と今後の方向性 

・まちづくりサポートセンター登録団体（社）数は増加傾向にあるが、人口減少や高齢化の進行 

に伴い、自治会加入者の減少によるコミュニティ意識の希薄化やまちづくりに関心がある市民 

の割合の低下などの課題がある。 

・今後は、多様な主体の交流・連携を促すことで持続可能な地域コミュニティの実現をめざして

いくとともに、２０２５年度策定予定の「（仮称）地域の拠点づくり戦略」によって地域の魅

力の向上やにぎわいの創出につなげていく必要がある。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

 地方創生に相当程度 
効果的であった 

〇 
地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 

（主な委員意見） 

  ・医療版ワーケーションが出務医の負担軽減につながっている。引き続きワーケーション事業 
   の情報発信を強化していくことが、人材確保に向けた取組につながると考える。 
  ・まちづくりサポートセンターの登録団体数は目標を達成しているが、ワーケーション事業の 
   取組については未達成である。２０２２年度開始以降、減少が続いているため、ニーズがあ 
   るのか検証が必要だと考える。  
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取組② 外国人が暮らしやすく活躍できるまちづくり 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２２年度～２０２４年度 

事 業 目 的 外国人が自身の能力を十分に発揮し、地域住民や企業と協力して、まちの活
力創出に向けて活躍できる環境づくりをめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２２年度実績額 ２０２３年度実績額 ２０２４年度実績額 合 計 
２百万円 

（１百万円） 
３百万円 

（１百万円） 
３百万円 

（２百万円） 
８百万円 

（４百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２２年度 
実績値 

２０２３年度 
実績値 

２０２４年度
目標値 

２０２４年度
実績値 

外国人市民のうち、「これか
らも福山市に住み続けたいと
思う」と回答した人の割合 

― ９０．９％ ８３．５％ ８０．０％ ８１．０％ 

多文化共生大学の参加者数 ８３人 
(２０２１年度) 

６０人 １７２人 ４０７人 ４８人 

外国人が増えることを肯定的
にとらえる市民の割合 ― ４９．１％ ８３．６％ ５７．０％ ７５．０％ 

〇事業内容（主なもの） 

【多様な人が集まる場の設置と相談体制の充実】 

・日本語サロンの開催 

・ボランティアのための外国語サロンの開催 

・日本語教室、ボランティア養成講座の実施 

【多文化共生の推進と外国人の活躍支援】 

・留学生向け合同企業説明会、企業向けセミナーの開催 

・福山市多文化共生推進プランの策定 

〇課題と今後の方向性 

・言語の違いによりコミュニケーションが取れないといった外国人特有の課題に対応するため、 

日本語教室を通じた日本語習得支援などを進めてきた。 

・今後更なる外国人住民の増加が見込まれる中で、多文化共生社会の実現に向けては、これまで 

の支援に加えて、２０２５年度に立ち上げた「福山市多文化共生地域連携協議会」を通じて、 

日本語教育の充実や外国人住民の定着促進に取り組んでいく。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

〇 
地方創生に相当程度 
効果的であった 

 地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 

・外国人市民の本市に対する好意的な見方と本市市民の外国人増加に対する肯定的な見方が見 
   て取れ、状況の改善が認められると考える。 
  ・外国人住民向けの支援にとどまらず、地域住民への異文化を知ることの楽しさを広めること 
   が、この事業の促進につながると考える。 
  ・福山市での就職を望んでいる外国人留学生に対する情報や支援が不足している。広島県東部 
   での支援活動（就職セミナー、企業説明会）が手薄であるため、本市及び周辺地域での更な 

る支援活動が必要であると考える。 
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取組③ 世界バラ会議福山大会を契機としたばらのまちづくりプロジェクト 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２３年度～２０２５年度 

事 業 目 的 世界バラ会議福山大会を成功させることで、国際都市として世界から選ばれ
る福山の実現をめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２３年度実績額 ２０２４年度実績額 ２０２５年度計画額 合 計 
３７百万円 

（１８百万円） 
９２百万円 

（４６百万円） 
１０４百万円 

（５２百万円） 
２３３百万円 

（１１６百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２３年度 
実績値 

２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

総観光客数 
（※各年で集計） 

３，５４１千人 
（２０２１年） 

５，２９７千人 ６，４１０千人 ５，５５６千人 ６，６２０千人 

世界バラ会議福山大会応
援宣言の数 

５３２件 
(２０２２年度) 

１，７３７件 ７８２件 ３，４４７件 １，６６４件 

首都圏における「ばらの
まち福山」の認知度 

８．４％ 
（２０２１年度） ９．２％ １２．２％ ８．０％ １７．７％ 

〇事業内容（主なもの） 

【多様な主体が参画しやすい体制の構築、ばらの新たな価値の創出】 

・国内外に向けた「ばらのまち福山」のブランディング広報 

・世界バラ会議福山大会応援宣言の募集 

・市民・企業提案型事業の実施 

・ＲｏｓｅＥｘｐｏの企画、プレイベントの開催 

【インバウンド・国際ＭＩＣＥの誘致促進及び環境整備】 

・ＭＩＣＥ誘致ディレクターを活用した国際会議等の誘致促進及び首都圏での誘致活動 

・飲食店、文化施設、観光施設の多言語表記によるインバウンド受入環境整備 

〇課題と今後の方向性 

・首都圏における「ばらのまち福山」の認知度は低い状況が続いているが、福山大会を契機に、

本市の知名度や都市ブランドは、一定程度向上したものと考えている。今後は、ばらに関心が 

ある人を始めとするターゲットを絞った広報宣伝やガーデンツーリズムの拡充を行うなど、認 

知度向上に向けた取組に注力し、「ばらのまちと言えば福山」と誰もが思うような「世界一のば 

らのまち」をめざしていく。 

・市民のＭＩＣＥに対する認知度や理解度は低く、ＭＩＣＥ誘致による付加価値や経済効果など 

のメリットが十分に伝わっていない。今後は、「福山ならではのおもてなし」を提供するＭＩ 

ＣＥボランティアの登録制度創設やスキルアップのための養成研修に取り組み、ＭＩＣＥに関 

わる市民を増やしていく。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

〇 
地方創生に相当程度 
効果的であった 

 地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 
 ・「ばらのまち福山」を市外へＰＲできたこと、市民へのブランディング効果は想定以上の効 

果があったと考える。 
  ・積極的に国際交流を推進し、国際都市としての福山のレピュテーションを高める必要があ 

ると考える。 
  ・「ばらのまち福山」の認知度向上のためには、世界バラ会議で創出した機運を継続させるこ 

とが重要。今後も定期的なイベント開催などの取組が必要であると考える。 
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取組④ 若者・女性から選ばれる都市づくり 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２３年度～２０２５年度 

事 業 目 的 子育て・仕事・にぎわい・教育など、多角的な視点で施策を推進することに
より、若者や女性に選ばれる都市の実現をめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２３年度実績額 ２０２４年度実績額 ２０２５年度計画額 合 計 
３９百万円 

（１９百万円） 
６３百万円 

（３１百万円） 
１３３百万円 

（６７百万円） 
２３５百万円 

（１１７百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２３年度 
実績値 

２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０～２４歳の男女転出入
数（※各年で集計） 

▲３８６人 
（２０２１年） 

▲４６５人 ▲１６１人 ▲５２１人 １０人 

市内大学卒業生の地元就職
率 

２７．４％ 
(２０２１年度) ２７．７％ ３２．７％ ２６．０％ ３４．３％ 

市内高校生の地元就職率 ６５．９％ 
（２０２１年度） ６７．７％ ７４．２％ （２０２５年９月集計） ７９．２％ 

ふくやまワーク・ライフ・
バランス認定事業者数 

１４０事業者 
（２０２１年度） １３７事業者 １５５事業者 １４２事業者 １６５事業者 

〇事業内容（主なもの） 

【学生の地元定着の促進】 

・Ｗｅｂを活用した市内事業者の採用活動への支援 

・高校生向け合同企業説明会の開催 

【若者・女性など誰もが活躍でき、子育てに喜びを感じることができる環境づくり】 

・グリーンな企業プラットフォームによる先進企業の情報発信やセミナーなどの開催 

・備後圏域内企業の経営課題解決に向け、兼業・副業人材とのマッチング 

・デジタル技術や最新のテクノロジーに触れるイベント（びんごキッズラボ）の開催 

〇課題と今後の方向性 

・市内大学卒業生の地元就職率は減少傾向にある。本市が実施したアンケートによると市内企業 

をあまり知らない（1 社以上 5 社未満）と回答する割合が高かったため、今後もグリーンな企 

業プラットフォームの取組を通じて市内企業の魅力や価値を発信していくとともに、ターゲッ 

トを明確にした合同企業説明会を開催するなど、企業の人材確保に向けた取組を強化してい 

く。 

・市内企業では、兼業・副業人材の活用に対する関心が低く、十分に活用が進んでいない。今後 

は、兼業・副業人材の受け入れメリットや好事例を共有することで、企業の理解促進を進める 

とともに、マッチング件数の拡大を図る。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

 地方創生に相当程度 
効果的であった 

〇 
地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 

  ・本市の人口減少が進んでいる。若者の流出防止、ＵターンやＩターンの増加に向けた取組が 
必須であると考える。 

  ・オンリーワン、ナンバーワン企業が多い地域であり、地域企業と共に市内大学生に向けた 
企業ＰＲの強化に取り組む必要があると考える。 

  ・若者の県外流出者の抑制や転入者の増加に向けた取組は県とも連携していくことがより効果
的な施策につながると考える。 
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取組⑤ ふくやまＳＤＧｓ推進プロジェクト 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２３年度～２０２５年度 

事 業 目 的 市内外の多様な主体との連携の下、環境課題・社会課題の解決や新たな価値
の創造に取り組み、持続可能なまちの実現をめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２３年度実績額 ２０２４年度実績額 ２０２５年度計画額 合 計 
２２百万円 

（１１百万円） 
２１百万円 

（１１百万円） 
１５百万円 

（７百万円） 
５８百万円 

（２９百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２３年度 
実績値 

２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

交付金を活用して生ま
れたプロジェクト数 

― ５件 １２件 １２件 １５件 

福山市ＳＤＧｓ推進プ
ラットフォームのアク
セス件数（延べ） 

― ― １２，０００件 ３，３７３件 ２０，０００件 

農業参入法人による雇
用者数 ― ― ２０人 ０人 ４０人 

〇事業内容（主なもの） 

【省エネルギー・再生可能エネルギーの普及促進と循環を見据えた経済活動への転換】 

・先端技術等を活用したＳＤＧｓに資する課題解決に向けた実証実験の支援 

・中小企業の省エネルギー化に向けた省エネ診断補助 

・ＳＤＧｓの機運醸成に向けたイベント等開催（ＳＤＧｓフェスタ、ＳＤＧｓモニターツアー） 

【温室効果ガスの吸収源確保に向けた仕組みづくり・人材の確保】 

・地域と都市住民等の協働による里山里地の再生・保全活動の支援 

・参入意向のある農業法人の誘致、参入候補地域と農業法人のマッチングに係る支援 

〇課題と今後の方向性 

 ・行政課題に対して企業・団体の解決策をマッチングする官民マッチングは進んでいるが、企業・ 

団体同士の課題と解決策のマッチングができていない。今後は、コーディネーターによる支援 

も得ながら、民民マッチングの促進に取り組み、企業・団体の課題解決につなげていく。 

 ・参入候補地域と農業法人のマッチングに係る支援については、１法人の新規参入があったが、

現時点で当該法人における新規雇用はない。２０２５年度に新たに参入を予定する２法人を含

め、参入地域での雇用確保に向け、当該法人との調整を図る。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

 地方創生に相当程度 
効果的であった 

〇 
地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 

  ・民民マッチングは、お互いのメリットが生まれなければ成功しない。コーディネーターの役 
割が重要で、他地域の成功例なども積極的に取り入れていくことが必要であると考える。 

  ・ばら祭で、学生などのごみ分別ボランティアの活動する姿がＳＤＧｓ啓発につながっている 
   と考える。 
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取組⑥ 歴史・文化資源を活用した経済活性化プロジェクト 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２４年度～２０２６年度 

事 業 目 的 
滞在時間の延⾧や産品の高付加価値化による観光消費額の拡大を図るととも
に、時間帯を限定しないにぎわいあふれる都市としての文化を創出し、根付
かせる。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２４年度実績額 ２０２５年度計画額 ２０２６年度計画額 合 計 
３８百万円 

（１９百万円） 
５５百万円 

（２７百万円） 
４８百万円 

（２４百万円） 
１４１百万円 

（７０百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

地域における観光消費額
（※各年で集計） 

３２６億円 
（２０２２年） 

３３４億円 ４３０億円 ３５０億円 ３５５億円 

２０２２年に福山城が築
城４００年を迎え、令和
の大普請（改修工事）が
完了したことを知ってい
る市民の割合 

７７．６％ 
（２０２２年度） 

８０．６％ ６０．０％ ８５．６％ ９１．０％ 

交付金事業を通じて生ま
れたコンテンツ数 ― ４件 ４件 ９件 １３件 

〇事業内容（主なもの） 

【魅力的なコンテンツの開発、開拓、活用】 

・福山城等を活用した四季を通じたイベントの実施 

（築城記念日に合わせたイベントや福山城での茶会など） 

・民間事業者による福山城等の利活用・魅力アップ事業への支援 

【地域資源の認知度向上】 

・「備後フィッシュフェス」及び「備後福山ワインフェス」の実施 

・文化財のデジタルアーカイブ化 

〇課題と今後の方向性 

・福山城等の利活用・魅力アップ事業のうち、文化的なイベントは集客・収益に課題がある一 

方、フェスのような単発の集客イベントは城の魅力アップにつながりにくい。今後は、福山 

城に関連したテーマやストーリーを体感できる観光コンテンツやイベントを公募し、新たな 

魅力の創出に官民が連携して取り組んでいく。 

・観光客の１人当たり消費額を拡大するためには、宿泊を伴うなど滞在時間を増やす取組が求 

められる。今後は、福山城を核とする歴史・文化資源を活用した夜間も含めたイベントなど

を増やしていく必要がある。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

〇 
地方創生に相当程度 
効果的であった 

 
地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 

  ・福山城を活用した各種イベントなどが充実してきていると考える。 
  ・単発イベントは福山を知ってもらうきっかけとして重要だが、継続的な魅力創出には都市と 

自然が融合する福山本来の魅力を活かす視点が不可欠であると考える。 
  ・イベントやフェスではなく、世界バラ会議で実施された福山ならではのツーリズムを開発し 
   ての誘客促進を期待している。 
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取組⑦ 備後圏域中小企業ＤＸ好循環創生プロジェクト 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２４年度～２０２６年度 

事 業 目 的 
中小企業の労働生産性を向上させるため、デジタル化の啓発による意識醸
成、デジタル技術を活用したより高度な事例創出等により、事務効率化の
促進と生産性向上を実現する企業の循環をつくることをめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２４年度実績額 ２０２５年度計画額 ２０２６年度計画額 合 計 
５６百万円 

（２８百万円） 
８０百万円 

（４０百万円） 
６５百万円 

（３２百万円） 
２０１百万円 

（１００百万円） 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 事業開始前 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

地域における人口一人当
たりの労働生産性 

５，０１１千円 
（２０２０年） 

―（※） ― ―（※） ５，１１１千円 

「企業へのデジタル化の
啓発による意識醸成」へ
の参加企業数 

― ８０社 ３０６社 １９０社 ３００社 

実装により生産性向上に
つながったと回答した企
業数 

― ２０社 ３３社 ５０社 ７５社 

（※）次回の「経済センサス活動調査」は２０２６年度に実施されるため、２０２４・２０２５年度の 

目標値は未設定 

〇事業内容（主なもの） 

【企業へのデジタル化の啓発による意識醸成、クラウドサービス等の導入支援】 

・びんごデジタルラボ(セミナー)、びんごデジタルラボ EXPO(展示会・商談会)の開催 

・企業向けにクラウドサービス等の選定から導入までの伴走支援の実施 

【生成 AI 等のデジタル技術を活用したより高度な事例創出】 

・活用事例の創出までを支援する実践型勉強会の開催 

〇課題と今後の方向性 

・びんごデジタルラボに参画する市内企業数は年々増加するなど、デジタル化への関心が高まっ 

ているものの、社内にデジタルを導入にした企業は約 4 割にとどまっている。 

・今後は、生産性の向上や業務効率化に資するクラウドサービスを体験できるセミナーなどを開 

 催し、デジタルツールの導入支援を強化していく。 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

委 員 に よ る 評 価 

 地方創生に非常に 
効果的であった 

○ 
地方創生に相当程度 
効果的であった 

 
地方創生に 
効果があった 

 地方創生に対して 
効果がなかった 

 
（主な委員意見） 

  ・デジタル化を意識する企業が増加する契機になったという一定の効果が見られる。セミナー 
   参加等は過程であり、デジタル化の導入による生産性の向上につなげていくことが重要であ 

ると考える。 
・デジタル化に興味はあるが導入に至っていない企業も多いため、積極的に推進していく必要 

があると考える。 
   
  

 

 

 



9 

 

（２）デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ・ＴＹＰＥ１）を活用した 

取組 

  

ア 計画一覧表 

（単位：百万円） 

取組 計画名 

２０２４年度 
（令和６年度） 

実績額 
 うち 

交付金 
充当額 

① 介護認定調査業務のデジタル化事業 １９ １０ 

② 地理空間情報のオープンデータ化事業 ８８ ４４ 

③ 福山市公園施設デジタル化事業 ５０ ２５ 

④ 
個別最適な学びの実現と保護者へのきめ細かな対応を 

実現するデジタル化推進事業 
１４０ ７０ 
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イ 各取組の状況 

 

取組① 介護認定調査業務のデジタル化事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度目標
値 

申請から認定に要した日数 ３７．７日 ３６．４日 ３７．０日 ３６．０日 

調査票作成に要した日数 １８．９日 １９．６日 １７．６日 １６．４日 

〇みらいづくり懇話会委員による主な意見 

 ・地方都市の活性化にはデジタル化の推進が必須であり、引き続きデジタル化に注力する必要が 

あると考える。 

 

 

取組② 地理空間情報のオープンデータ化事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

都市計画情報問い合
わせ件数の削減率 ５．０％ （３月末に導入したため未計測） １０．０％ ２０．０％ 

利用者のサービス満
足度の向上 

０％ 
（導入準備期間のため） 

（３月末に導入したため未計測） １０．０％ ３０．０％ 

〇みらいづくり懇話会委員による主な意見 

 ・オープンデータ化を推進するとともに、市民に対してオープンデータ化の取組を周知すること 

も必要であると考える。 

 

 

 

 

事 業 期 間 ２０２４年度 

事 業 目 的 

介護認定のための訪問調査業務に認定調査支援システムやタブレット端末
を導入するとともに、認定調査員がタブレット端末を使って作成した調査
票データを介護保険システムに連携させる仕組みを構築する。業務の効率
化やペーパーレス化、申請から認定までの期間短縮を図り、迅速かつ円滑
に介護サービスを提供する。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 実績額 
２４百万円 

（１２百万円） 
１９百万円 

（１０百万円） 

事 業 期 間 ２０２４年度 

事 業 目 的 
市が所有する基盤地図（地形図）のデータ整備及び GIS 等を用いた地理空
間情報データのオープンデータ化で、来庁者の負担を軽減し、市民サービ
スの向上を図る。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 実績額 
９２百万円 

（４６百万円） 
８８百万円 

（４４百万円） 
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取組③ 福山市公園施設デジタル化事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

連絡サービスによる
対応時間の短縮 ６０時間 ４０時間 ４８０時間 ６００時間 

サービス利用者の満足度 
（5段階評価の平均値） ３．００ポイント ３．８０ポイント ３．２５ポイント ３．２５ポイント 

〇みらいづくり懇話会委員による主な意見 

 ・公園施設のデジタル化については、利用者目線を意識し、安心・安全な公園づくりに取り組む 

  必要があると考える。 

 

 

取組④ 個別最適な学びの実現と保護者へのきめ細かな対応を実現するデジタル化推進事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩの進捗 

項 目 ２０２４年度 
目標値 

２０２４年度 
実績値 

２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

学校徴収金の学校と保護者
との連絡手段に関する保護
者満足度 

７０．０％ ３４．６％ ９０．０％ ９５．０％ 

先生からきめ細かいフォロ
ーを受けていると感じる子
どもの割合 

９３．０％ （3月末に導入したため未計測） ９５．０％ ９７．５％ 

学校にいくのが楽しいと感
じる子どもの割合（3 月末
に校務システムを導入） 

８３．０％ （3月末に導入したため未計測） ８５．０％ ８７．５％ 

〇みらいづくり懇話会委員による主な意見 

 ・引き続きデジタル化を推進する必要があると考える。人手不足は深刻で、システムで解消でき 

る業務コストはなるべく削減し、先生の本来業務である「子供たちと向き合う」ことに注力し 

てほしいと考える。 

 

 

 

事 業 期 間 ２０２４年度 

事 業 目 的 
市内に約７００ある公園の詳細情報を公開し、公園利用者の利便性向上
を図ることで、公園施設に対する市民満足度向上、来園者増加をめざ
す。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 実績額 
５０百万円 

（２５百万円） 
５０百万円 

（２５百万円） 

事 業 期 間 ２０２４年度 

事 業 目 的 統合型校務支援システムと学校徴収金システムの導入により、児童生徒
一人一人に応じた指導・支援や保護者へのきめ細かな対応を実現する。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 実績額 
２００百万円 

（１００百万円） 
１４０百万円 

（７０百万円） 
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（３）まち・ひと・しごと創生寄附活用事業（企業版ふるさと納税）を活用した取組 

 

ア 計画一覧表 

（単位：百万円） 

取組 計画名 
２０２４年度（令和６年度） 

実績額 
 うち寄附金充当額 

① 
福山市まち・ひと・しごと創生推

進計画 
３２０ ６２ 

物品寄附１件 

 

イ 各取組の状況 

 

福山市まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２２年度～２０２５年度 

事 業 目 的 
「福山みらい創造ビジョン」に基づいた事業に企業版ふるさと納税を活用す
ることで地方創生の推進に取り組む。 

事 業 費 
（うち寄附金充当額） 

２０２２年度 
実績額 

２０２３年度 
実績額 

２０２４年度 
実績額 

２０２５年度 
計画額 

２９百万円 
（２７百万円） 

４３７百万円 
（９５百万円） 

３２０百万円 
（６２百万円・物品寄附１件） 

１，４５８百万円 
（５７百万円） 

合計 
２，２４４百万円 

（２４１百万円・物品寄附１件） 

〇事業内容（主なもの） 

【世界バラ会議福山大会記念基金積立】 

・基金積立（世界バラ会議福山大会の開催、持続可能なばらの環境整備事業へ活用） 

【（仮称）子ども未来館整備事業】 

・事業者選定に向けた要求水準書の作成など 

【福山市民病院増改築事業】 

・機能強化に向けた教育研修環境の整備（プロジェクター、新生児シミュレーションモデルほか） 

【ばらのまち福山国際音楽祭】 

・国内外のオーケストラやアーティストを招いた音楽祭（市内の全小学 5 年生を無料招待） 

【鞆町歴史・文化のまちづくり推進事業】 

・日本遺産の構成文化財「沼名前神社能舞台」を活用した能舞台の国宝化に向けた機運醸成 

 及び鞆のまちの魅力の蓄積と深化を目的とした事業に対する補助 

【廉塾補助事業】 

・特別史跡廉塾ならびに菅茶山旧宅保存整備事業に対する補助 

【オーケストラ福山定期】 

・複数オーケストラの定期演奏会を年 10 回開催（うち４回は市内及び府中市の中学 2 年生を無料招待） 

〇みらいづくり懇話会委員による主な意見 

 ・福山市ならではの未来を創造する具体的なビジョンを構築し、各企業に対し強力にアピールし 

ていく必要があると考える。 
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（４）２０２５年度に新たに認定を受けた新しい地方経済・生活環境創生交付金を活用 

する取組 

 

  ア 計画一覧表 

（単位：百万円） 

取組 計画名 

２０２５年度 

（令和７年度） 

計画額 

 うち 

交付金 

充当額 

① 
潮待ちの港「鞆の浦」がある南部エリアを中心とした観光 

振興 
２２２ １１１ 

② 住民が主役となった地域のにぎわいづくり １３５ ６８ 

③ 次代を担うこども・若者の成⾧支援 １９５ ９７ 

④ 
施設予約サービス及びスマートロックの導入施設の拡大 

事業 
５２ ２６ 

⑤ 福山市街路樹管理デジタル化事業 ２２ １１ 

⑥ 開発許可情報のオンライン化事業 ４ ２ 

⑦ 郵送ＤＸサービス（ＳｍａｒｔＰＯＳＴ） ４ ２ 
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イ 各取組の状況 

 

（ア）第２世代交付金 

 

取組① 潮待ちの港「鞆の浦」がある南部エリアを中心とした観光振興 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２５年度～２０２７年度 

事 業 目 的 地域の特色を生かした食や文化、自然が満喫できるコンテンツなどで国内
外から多くの観光客をひき付け、多彩な魅力を持った都市をめざす。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２５年度計画額 ２０２６年度計画額 ２０２７年度計画額 合 計 
２２２百万円 

（１１１百万円） 
２２６百万円 

（１１３百万円） 
６３百万円 

（ ３１百万円） 
５１１百万円 

（２５５百万円） 
〇ＫＰＩ 

項 目 事業開始前 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

総観光客数 
（※各年で集計） 

５，２９７千人 
（２０２３年） 

５，３４７千人 ５，３９７千人 ５，４４７千人 

首都圏による鞆の浦の認知度 
（※各年で集計） 

１１．２％ 
（２０２３年） 

１２．０％ １２．８％ １３．６％ 

青果物・水産物の市内生産・
漁獲流通額 

８６８，３９１千円 
（２０２３年度） ８７０，９７５千円 ８７３，５５９千円 ８７６，１４４千円 

〇事業内容（主なもの） 

・渡船新造の詳細設計及び建造 

・サイクリングロード整備事業（鞆の浦しおまち海道サイクリングロード） 

・道の駅「アリストぬまくま」の再整備基本計画の策定 

 

 

取組② 住民が主役となった地域のにぎわいづくり 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２５年度～２０２７年度 

事 業 目 的 
「地域の特色を生かした魅力とにぎわいづくり」と「持続可能なコミュニ
ティづくり」に注力し、地域が主役となってそれぞれの魅力とにぎわいを
創出する取組で、都市全体の活力向上につなげる。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２５年度計画額 ２０２６年度計画額 ２０２７年度計画額 合 計 
１３５百万円 

（６８百万円） 
８３百万円 

（４１百万円） 
８４百万円 

（４２百万円） 
３０２百万円 

（１５１百万円） 
〇ＫＰＩ 

項 目 事業開始前 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

福山市への転出入者数（外国
人含む）（※各年で集計） 

５２７人 
（２０２３年） 

６２７人 ７２７人 ８２７人 

ボランティア・NPO な
どの市民活動団体数 

２３４団体（社） 
（２０２３年度） 

２４４団体（社） ２５４団体（社） ２６４団体（社） 

福山市に住み続けたいと
思う外国人の割合 

３２．０％ 
（２０２４年度） ３５．６％ ３９．２％ ４２．８％ 

〇事業内容（主なもの） 

・地域資源の発掘・磨き上げによる交流促進とにぎわい創出 

・福山市登録文化財制度の創設 



15 

 

取組③ 次代を担うこども・若者の成長支援 

 

〇概要 

計 画 期 間 ２０２５年度～２０２７年度 

事 業 目 的 

屋内遊戯場の整備など、親子の居場所づくりに取り組み、親同士の交流促
進を図るとともに、子育て世帯から若者まで利用できる多目的スペースの
整備など、若者等の居場所づくりも進め、駅周辺の賑わい創出につなげ
る。 

事 業 費 

（うち交付金充当額） 

２０２５年度計画額 ２０２６年度計画額 ２０２７年度計画額 合 計 
１９５百万円 

（９７百万円） 
１０百万円 

（５百万円） 
１０百万円 

（５百万円） 
２１５百万円 

（１０７百万円） 
〇ＫＰＩ 

項 目 事業開始前 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

福山市への転出入者数 
（※各年で集計） 

▲９３５人 
（２０２３年） 

▲７４８人 ▲５６１人 ▲３７４人 

この地域で子育てしたい
と思う親の割合 

９２．９％ 
（２０２３年度） 

９３．６％ ９４．２％ ９４．８％ 

ネウボラセンターの利用
満足度 

― ７０．０％ ７５．０％ ８０．０％ 

〇事業内容（主なもの） 

【ネウボラセンター施設整備】 

・相談・支援、手続、遊び・交流の機能の集約 

・子育てに加えて不登校やひきこもりに悩む若者に対する相談・支援の窓口をワンストップ化 

・屋内遊戯場や多目的スペースの設置による親子や若者の居場所づくり及び交流促進 

 

 

（イ）デジタル実装タイプ・ＴＹＰＥ１ 

 

取組④ 施設予約サービス及びスマートロックの導入施設の拡大事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩ 

項 目 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

施設（スマートロック）の利用満足度 ７５．０％ ８０．０％ ８５．０％ 

執務時間外のオンライン予約件数 ２，８２０件 ５，６４０件 １１，２８０件 

施設予約サービスでの予約率 ８０．０％ ８５．０％ ９０．０％ 

 

事 業 期 間 ２０２５年度 

事 業 目 的 

貸室利用者は、施設の予約・鍵の受取りを施設管理者が対応できる時間内
に行う必要があり、施設利用時の訪問を含め 3 回訪れる負担と時間的制約
が発生している。オンライン予約を行える施設予約サービス、時間限定の
解錠コードを発行するスマートロックを導入することで、貸室申請や鍵の
受渡しに係る利用者の負担を軽減することに加え、緊急時の施設解錠を可
能とする。これにより、利用者の利便性向上や今まで時間的制約があり利
用できなかった市民へも利用機会を提供する。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 
５２百万円 

（２６百万円） 
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取組⑤ 福山市街路樹管理デジタル化事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩ 

項 目 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

利用者のサービス満足度の向上 
（満足と回答した人の割合） 

１５．０％ ４５．０％ ６０．０％ 

市民による通報に対する対応時
間の短縮割合 

２．５％ １０．０％ １５．０％ 

 

 

取組⑥ 開発許可情報のオンライン化事業 

 

〇概要 

〇ＫＰＩ 

項 目 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

利用者のサービス満足度の向上 
（満足と回答した人の割合） 

５．０％ １５．０％ ３０．０％ 

窓口での開発登録簿及び土地利
用計画図の発行にかかる待ち時
間の減少率 

５．０％ １５．０％ ３０．０％ 

公開型GIS のアクセス数 ５００件 ２，０７５件 ３，６５０件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 期 間 ２０２５年度 

事 業 目 的 

街路樹の各種情報を GIS 上に公開して、道路を利用する市民の不安を取り
除くとともに、街路樹の異常を発見した市民から寄せられた情報も GIS 上
に蓄積し、管理業者や樹木医と共有することにより、迅速な安全対策が講
じられる仕組みを構築する。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 
２２百万円 

（１１百万円） 

事 業 期 間 ２０２５年度 

事 業 目 的 
既存の都市計画窓口システム及び市民公開型 GIS（ふくやまっぷ）に開発
許可区域等の情報を追加することで、どこでも容易に開発許可情報の閲
覧・取得が可能とする。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 
４百万円 

（２百万円） 
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取組⑦ 郵送ＤＸサービス（ＳｍａｒｔＰＯＳＴ） 

 

〇概要 

〇ＫＰＩ 

項 目 ２０２５年度 
目標値 

２０２６年度 
目標値 

２０２７年度 
目標値 

ＳｍａｒｔＰＯＳＴで送付した通知数 ３００通 ７００通 １，０００通 
利用者の満足度 
（満足と回答した人の割合） 

５．０％ １５．０％ ３０．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 期 間 ２０２５年度 

事 業 目 的 
郵送している通知等について、アプリを通じてマイナンバーカードによる
本人確認を行い、プッシュ型で市民に通知することで、市民の利便性向上
と送付ミスの防止や郵便料等のコスト削減を図る。 

事 業 費 
（うち交付金充当額） 

計画額 
４百万円 

（２百万円） 
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２ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した取組について 

 

（１）概要 

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けている生活者や事業者への支援を通
じた地方創生を図るため、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、
２０２４年度（令和６年度）において次の取組を実施した。 
 

（２）２０２４年度事業費 

２０２３年度実施計画分 
 実績額 

（うち交付金充当額） 
４５８百万円 

（３５０百万円） 
２０２４年度実施計画分 
 実績額 

（うち交付金充当額） 
７，２４３百万円 

（７，０３７百万円） 
２０２５年度への繰越額※ 

（うち交付金繰越額） 
２，４９９百万円 

（２，１７４百万円） 
※定額減税に係る調整給付（不足額給付）など 

 

（３）事業内容（主なもの） ［注釈］下線部分は２０２５年度に繰越した事業 

ア 生活者への支援 

２０２３年度実施計画分 
①電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の支給 

（支給期間：２０２４年３月１日～２０２４年８月２２日） 
・住民税均等割のみ課税世帯（１世帯７万円） 
・こども加算（１人５万円） 

②省エネ家電への買替支援 
対象機器 購入額 補助額 

エアコン 
冷蔵庫 

１５万円超 ５万円 
１０万円超 ３万円 
５万円超 １万円 

（対象期間）２０２３年１２月８日～２０２４年２月２９日に購入したもの 
２０２４年度実施計画分 
 ①ʷ１ 物価高騰重点支援給付金の支給 

（支給期間：２０２４年７月２２日～２０２４年１１月１日） 
  ・住民税非課税世帯（１世帯１０万円） 
  ・住民税均等割のみ課税世帯（１世帯１０万円） 
  ・こども加算（１人５万円） 

①ʷ２ 物価高騰重点支援給付金の支給 
(支給期間：２０２５年２月１２日～２０２５年８月３１日） 

  ・住民税非課税世帯（１世帯３万円） 
・住民税均等割のみ課税世帯（１世帯３万円） 
・こども加算（１人２万円） 

 ②給食材料の価格高騰に伴う保護者負担の軽減 
  保育所、幼稚園、こども園、小学校、中学校など 

 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

事 業 効 果 

 非常に効果的であった 
〇 相当程度効果があった 
 効果があった 
 効果がなかった 

主な委員意見 
・物価高の影響を受けている市民に対し、一定の効果があったものと思わ

れる。支援が必要な市民に、必要な情報が適切に届くよう取り組んでい
ただきたい。 
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イ 事業者への支援 

２０２３年度実施計画分 
①燃料価格高騰分の補助 

・施設園芸農家 
（補 助 額）燃料価格高騰分の２／３ 
（対象期間）２０２３年１０月～２０２４年３月（６か月間） 

・漁業者 
（補 助 額）燃料価格高騰分の１／２ 
（対象期間）２０２３年１０月～２０２４年３月（６か月間） 

②中小事業者への生産性向上に向けた支援 
（補 助 額）上限６０万円（補助率２／３） 
（対象期間）２０２４年１月～２０２４年１２月（１２か月間） 

２０２４年度実施計画分 
 ①原油価格・物価高騰による各事業者の負担軽減に向けた応援金の支給 

・介護サービス事業所等 
 （支 給 額）上限２０万円 ほか 

  ・障がい福祉サービス事業所等 
（支 給 額）上限２０万円 ほか 

  ・私立保育所・幼稚園等 
   （支 給 額）上限１５万円 ほか 
 ②燃料価格高騰分の補助 
  ・公共交通事業者 

（補 助 額）燃料価格高騰前の２０２１年９月を基準とし、 
２０２４年４月以降の燃料価格高騰分の１／２ 

（対象期間）２０２４年４月～２０２５年３月（１２か月間） 
  ・公衆浴場事業者 

（補 助 額）燃料価格高騰相当分 
（対象期間）２０２４年４月～２０２５年３月（１２か月間） 

・施設園芸農家 
（補 助 額）燃料価格高騰分の１／２ 
（対象期間）２０２４年１０月～２０２５年３月（６か月間） 

・漁業者 
（補 助 額）燃料価格高騰分の１／２ 
（対象期間）２０２４年４月～２０２５年３月（１２か月間） 

 

〇みらいづくり懇話会委員による評価 

事 業 効 果 

 非常に効果的であった 
 相当程度効果があった 

〇 効果があった 
 効果がなかった 

主な委員意見 

・原油価格・物価高騰による各事業者の負担軽減に向けた応援金の支給に
対する申請者が多いということはニーズもあり、経済波及効果も含めて
効果があったと考える。 

・各種価格高騰の影響緩和には一定の効果があったものと思われる。事業
者の合理化・効率化を支援することにより、省エネ化からコストダウン
へとつながるような取組にも期待している。 

 

 

 


